
１ 刊行物等の発行

�１ ディスカッションペーパーの発行

「電話サービスの支出弾力性と価格弾力性の計測」No．２０００－０４（５月）

�２ 金融・経済解説紙等の発行

「NEWS BRIEF（経済指標解説）」（随時発行）

「IPTPトピックス（金融経済解説）」（適宜発行）

「IPTP ECONOMIC WEEKLY（週単位の経済・金融分析）」（毎週金曜日発行）

「IPTP ECONOMIC MONTHLY（月単位の経済・金融見通し）」（毎月上旬発行）

２ 広報活動

�１ P－sat放映

「研究発表会のお知らせ」（５月９日）

「月例経済・金融概観の解説」（５月３０日）

「発展を続ける移動体通信市場」（６月１３日）

「月例経済・金融概観の解説」（６月２７日）

�２ 新聞・雑誌・学会誌等への掲載

「環境税（炭素税）」 かんぽ資金（５月号）

「１月の地域経済指標の総合的な動き」 かんぽ資金（５月号）

「カリフォルニア州規制機関における政策決定メカニズム」 通信文化新報（５月２９日）

「国際コンファレンスの開催結果・ラインゴールド対談」 情報通信ジャーナル（５月号）

「日本におけるリバース・モーゲージについて」 郵政（５月号）

「国際コンファレンスの開催模様」 郵政（５月号）

「郵便自動車」 郵政（５月号）

「移動体通信の普及動向」 TCA協会ニュース（５月号）

「ていぱーく１２０％活用術�３」 郵政研究（５月号）

「インターネットコンテンツ統計に関する調査研究」 日本工業新聞［シンクタンクの目］（６月７日）

「江戸時代の飛脚」 郵政（６月号）

「環境会計」 郵政（６月号）

「民事再生法」 かんぽ資金（６月号）

「２月の地域経済指標の総合的な動き」 かんぽ資金（６月号）

「行政手続における電子的情報提供に関する調査研究」 情報通信ジャーナル（６月号）

「郵政事業へのナレッジ・マネジメント活用に向けて」 通信文化新報（６月２９日）

３ 学会・大学・講演会等での発表

「経済予測演習」 郵政大学校（５月９日、１８日）
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「規模間賃金格差に関する実証分析：消費生活に関するパネルデータ（１９９４・１９９５年）より」日本経済

学会春季大会（５月１３日）

「電話サービスの支出弾力性と価格弾力性の計測」日本経済学会２０００年度春季大会（５月１３日）

「パネルデータによる男女別規模間賃金格差に関する実証分析」慶應大学労働・応用経済ワーク

ショップ（５月２６日）

「米国カリフォルニア州の電気通信行政の意思決定メカニズム」大阪大学大学院国際公共政策研

究科講義（５月２７日）

「郵便局施設と人員の最適配置に関する数理計画モデル分析」郵便と配達の経済学に関する会議

（６月８日 カナダ、バンクーバー）

「ナレッジマネジメントの現状に関する日米比較」経営情報学会春季全国発表大会（６月１１日）

「講義内容：企業と環境会計」電気通信研修所法人財務科（６月１５日）

「今後の経済・金融動向」（６月１３日 三郷郵便局）

「情報通信技術によるSustainable Societyの実現可能性とわが国情報化投資の現状」情報通信学

会大会（６月１７日）

４ 第１２回 郵政研究所研究発表会

第一部 （６月７日）

・特別講演「２１世紀日本の展望」 舛添 要一

・各研究分野の代表的な成果発表

・ていぱーくエキシビジョン

第二部 （６月９日）

郵便・物流セッション、金融・経済セッション、情報通信セッション、技術開発セッション、

郵政文化セッション 各セッションごとの発表

５ ていぱーくの特別展

・世界のフリー・ポストカード展 （５月１９日（金）～６月１１日（日））

・NHKBSデジタル展 （６月１８日（日）～７月９日（日））

◆ Opinion―読者の声― ◆
本号に掲載した論文等について、皆様からのご意見をお寄せください。本誌の中で随時取り上げ

ていきます。宛て先は下記まで、所属先及び氏名を明記の上、お送り願います。
なお、郵政研究所では大学・研究機関等のホームページと積極的にリンクを設定していきたいと

考えております。リンクをお考えの方は下記までE－mailにてお知らせ下さい。

【御意見等の宛て先】
〒１０６―８７９８ 東京都港区麻布台１―６―１９ 郵政省郵政研究所 研究交流課

TEL：０３―３２２４―７３１０ FAX：０３―３２２４―７３８２
Webサイト http：／／www.iptp.go.jp
E―mail：www―admin@iptp.go.jp
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